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　法人内の他の事業所の人員体制と比較し
ても、当事業所には、在職年数の浅い職員
が多い傾向にある。そのため、まずは、当
該職員の定着と安定を図ることが優先事項
となり、事業所を挙げて各種施策を通じて
取り組んでいるところである。適宜、個別
面談によるフォローを行ったり、丁寧な
OJTを通じて育成を図ったり、希望する研
修事項について配慮したり、有給休暇や他
の特別休暇等についても取得しやすい環境
を整えている。その一方で、一部、定例開
催すべき会議の頻度や時期に影響を来し、
計画履行が難しくなっている部分も否め
ず、改善が期待される。

　令和5年度は、運営推進会議のメンバーを再度選
定し、地域の要望やニーズを細かく受け入れられ
る体制を整えていく。
　また、オンラインでの開催もできるよう体制を
整えていく。

所管課確認欄
（施設所管課記入欄）

令和５年４月以降の取組予定
（指定管理者記入欄）

　令和5年度事業計画において、リーダーとサブ
リーダーをメンバーとした運営会議を月に1回開催
することとしている。全職員による全体会議を、
運営会議後かつ夕礼後に開催し、情報共有の体制
を充実させる。
　また、港区内指定管理事業（芝高齢者在宅サー
ビスセンター、台場高齢者在宅サービスセンター
及び虎ノ門高齢者在宅サービスセンター）3施設長
会議を引き続き開催し、課題や情報を共有してい
く。

改善すべき指摘内容等 対応事業者
（共同事業体の場合記入）

令和５年３月までの改善状況等
（指定管理者記入欄）

　事業所内の人員体制の安定を図るため、職員一
人ひとりとの面談を行い、きめ細かくフォローし
た。
　会議体については、夕礼時に周知事項の報告、
又は書面にて開催しているが、協議事項の議論を
深めることが難しくなっていたため、会議体制を
再構築した。港区内指定管理事業（芝高齢者在宅
サービスセンター、台場高齢者在宅サービスセン
ター及び虎ノ門高齢者在宅サービスセンター）3施
設長会議を週1回開催し、課題や情報を共有した。

　在職年数の浅い職員が多いため、事業所内で行
う法令研修に、マニュアルの説明を取り入れるこ
とで、理解をより深めていく。
　今年度、法人としてマニュアルの内容を見直す
（見やすくするためのフローチャート化）ため、
オリエンテーション時の丁寧な説明を継続すると
ともに、法令研修における説明も重ねて実施して
いく。

　コロナ禍において運営推進会議が開催で
きない状況となっている。今年度の運営企
画では、当初は会議の開催は予定されてい
なかったが、その後の状況を受けて、開催
する予定としている。感染予防策を徹底し
ながら、開催することが期待される。会議
の中で地域の方々の意見をきいて、地域の
要望やニーズを明らかにして、事業所運営
の参考にしていくことが期待される。リ
モートでの開催も踏まえて検討し、地域と
の交流を一層進めていくことが期待され
る。

　法人グループで作成した事業運営マニュ
アルには、各事業ごとのサービス提供の手
順等が記載されている。また、法人統一の
感染症マニュアル、事故発生時連絡対応マ
ニュアル、衛生管理マニュアル、防災マ
ニュアルなどを冊子に収めて各フロアに設
置している。しかしながら、これらのマ
ニュアルは情報量が多く、日々の支援の中
で活用することが難しい等の課題が見られ
ている。また、「職員調査」でも、わかり
にくいことがあった場合は、先輩職員に聞
いているなどの意見がある。
 今後は更に見やすく、活用しやすいマ
ニュアルを事業所として工夫していくこと
が期待される。
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　今後、周囲のニーズを汲み取りなが
ら、より良い運営推進会議を開催でき
るよう、会議メンバーの選定方法やオ
ンライン開催の他事例の紹介など、積
極的に働きかけていく。

　在職年数の浅い職員が多く、マニュアルの理解
度にばらつきがあったが、先輩職員へ確認しなが
ら行う実地研修方式としたため、理解度の向上に
寄与できた。
　さらに、入職時オリエンテーションなどでマ
ニュアルの周知を図ることから、新人職員にも分
かりやすい内容となるよう記載内容の見直しに着
手した。

　コロナ禍のため、対面での運営推進会議を開催
できなかった。
　オンラインでの開催についても検討したが、体
制を整えるまでには至らなかった。

　定期的な運営会議や施設長会を通じ
て、改めて施設の課題を抽出及び共有
し、着実な解決につなげるよう指導し
ていく。

　職場内でのコミュニケーションを大
切にしながら、一目瞭然の分かりやす
いマニュアルに改定し、研修で丁寧に
説明するなど、サービスの向上につな
がる取組を推進するよう指導してい
く。


